
２．環境共生住宅認定制度（2008年度版）

外壁材

●製品名称

●製品の特徴・姿図等

●適用用途 ■戸建住宅　■集合住宅　□一般建築

地域適合・環境親和

【標準タイプ　特定評価項目】

・軽量のため、建物への負担も少なく、施工性にも優れています。

・工場塗装品ですので、現場塗装による飛散、溶剤物質の大気汚染
の心配がありません。

１．CASBEE関連項目　（詳細はCASBEEマニュアルを参照）

環境共生住宅部品シート 一般社団法人　環境共生住宅推進協議会

金属系

旭トステム外装株式会社　サービスデスク
ナビダイヤル　0570 － 001－117
http://www.asahitostem.co.jp/

Dan サイディング
（アルミ系）

●製品分類
●分類

●連絡先

まちなみ景観の向上に資する工夫を、建物について１
項目、建物以外の外構等について１項目以上行うこと。

素材や色彩がまちなみと調和できるよう
豊富な仕様を用意している

当該製品の性能 設計行為・他部品の性能
CASBEEのレ

ベル

Q２ サービス性能 2.2.2
外壁仕上げ材
の補修必要間
隔

補修必要間隔　10年以上～20年
未満 2

LR2 資源・マテリア
ル

3.2.2 断熱材
【断熱材を付加している】

ODP＝0、GWP＝1.0

床・壁・天井に用いる断熱材が、発泡系の
場合、ODP＝0かつGWP＝50未満である。
また自然素材を使用しているか、発泡断熱
材を用いていない。

5

当該部品の性能 設計行為・他部品の性能
CASBEEのレ

ベル

QH２
長く使い続け
る

1.2 外壁材

・25～50年未満の耐用性が期待さ
れる
・部材の寸法はモジュール化され
必要部分のみの交換が可能

4

LRH2
資源を大切に
使いゴミを減ら
す

1.3 外装材
アルミとウレタンを分離し、アルミ
はリサイクルが可能

屋根葺材または防水材、屋根下地材また
は防水下地材、外壁下地材、断熱材のい
ずれも、省資源、廃棄物抑制に役立つ材料
を使用している。

5

LRH2
資源を大切に
使いゴミを減ら
す

2.2
生産段階（構
造用躯体以外
の部材）

ISO14001認証取得工場での生産

生産工場がISO14001認証を取得している、
又は広域再生利用指定制度を取得してい
るメーカーの、構造用躯体以外の建材を2
つ以上使用する。

5

CASBEE新築2008 評価項目

CASBEEすまい［戸建］評価項目



●廃棄物の発生抑制 ●地球環境の汚染防止

【耐久性の向上】 【維持・管理・修繕】 【リサイクル】

●生活アメニティの向上

項目

●環境関連の取得済み適合規格　

●ＭＳＤＳの有無

■ある　　　　　　　　　　□なし

●保証

輸送時のエネルギー消費量を減らしています

・色、柄と豊富な商品を取り揃えています。

取り組みの内容

景観に配慮しています

取り組みの内容

●製品価格：

結露対策を行っています

塗膜10年保証　※一部商品のみ、保証規定に基づく

長持ち

廃棄物

●仕様

・ｻｲｽﾞ  15(厚)x370(働き幅)  L寸法3788※一部の柄は3780のみ。
・梱包入数：8枚/梱包
・重量：2.1kg/㎡

＜企業の取り組み姿勢に関連＞
■ ISO14001認証取得

梱包材からでる廃棄物を減らしています ・シーリング材は使用後圧縮型を使用しています。

※商品改良のため仕様・外観は予告なしに変更することがありますのでご了承ください。

５．関連情報　凡例（■該当有、□該当無し）

３．協議会が定める表示項目

●環境負荷の低減

項目

①深絞り：6071円／㎡～
③ｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞ：4777円／㎡
本体材料のみ、消費税別

●主たる材料

アルミニウム合金塗装板・発泡ポリウレタン・アルミ紙

一般社団法人　環境共生住宅推進協議会

●耐久性の向上

外壁材
●分類 金属系

●適用用途 ■戸建住宅　■集合住宅　□一般建築

●製品名称

●製品分類

景観

環境共生住宅部品シート

省エネ

Dan サイディング
（アルミ系）

●連絡先

・通気構法を標準工法としています。（関連部品を準備しています。）

４．自主的な表示項目

旭トステム外装株式会社　サービスデスク
ナビダイヤル　0570 － 001－117
http://www.asahitostem.co.jp/

汚れが落ちやすいです

長期維持が
可能

交換が容易 ノンフロン
面材

リサイクル
1本出荷対

応

こまめなメンテナン
スにより表面形状
の維持が可能

部材の寸法はモ
ジュール化され必
要部分のみの交換
が可能

ウレタンと面材を
分離し、面材はリ
サイクル

役物は1本出荷を実
施し、必要数を現場
納入することによりロ
スを軽減


